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全文翻訳 

「国連、日本の共謀罪法案を糾弾 

  

日本の安倍晋三政府は、新共謀罪法案をめぐって国連の法律専門家と激しい論戦に突入した。こ

れは、国連の専門家が、同法案について、日本の戦前の『思想警察』の抑圧的時代に逆戻りする

という批判をしたことに対するものである。日本政府の菅官房長官は、この国連のプライバシー

権についての特別報告者である専門家のカナタチ氏の、同法案を批判する安倍首相に対する書

簡を、「一方的であり、明白に不適切」として切り捨てた。 

これに対してカナタチ教授は、菅氏の『怒りだけの言葉』を退け、法案による侵害的な監視から

プライバシー権を擁護するように改訂がなされるべきであると要求した。 

「日本政府には、このように行動して非常に欠陥がある法案をこのように、また拙速に押し通す

いかなる正統性もない」と同教授は書いた。また「いまや日本政府は暫時落ちついて反省し、よ

りよいやり方があるのではないかと考えなおし、そして、世界クラスの民主主義国にふさわしく

振る舞う方向に進むべきでないか」とも書いた。 

  

 法案は昨日、日本の衆議院を通過して参院に送られ、政府によってテロとの戦いのために必要

な方法として提案されその承認まちの状態である。 

  

 法案は、「組織的犯罪集団」による２７７もの犯罪の「計画」および「準備行

為」を処罰しようとしている。反対派は、これらの法文の立法上の定義が曖昧で

あり、政府に反対する正当な諸団体にも適用されるおそれがあると批判してい
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る。 

 また、反対派は、処罰されることになっている犯罪には、テロと関係がないも

の、例えば、住民の建築反対の抗議運動、音楽の「海賊版製作」、森林からの木

材窃盗が含まれている。また、警察が、「企み」の有無を監視しそれを暴露する

ためにプライバシー権を危険にさらすと批判している。 

 カナタチ教授は、「法文の曖昧かつ主権的概念が非常に広範かつ法的な不確実

性をまねく」と、安倍首相に宛てた書簡に書いている。 

 日本政府は、法案は日本が、国連の越境的な組織犯罪防止のための条約に加わ

るため、および 2020 年の東京オリンピックを安全に開催するために必要だとし

ている。 

 秘密警察の権限を増強するための提案は、1945 年前の日本を支配した独裁的

統治を思い起こさせ、また、それがいかに平和的な反対運動に対する諜報活動を

助長し、これらの運動の抑圧につながったかを危惧させているのである。 

 102 歳になる太田まさ さんは、朝日新聞の取材に応じて、彼女が 18 歳の時

に共産党の機関誌を読んでいただけで逮捕された自分の経験を語り、「もし、私

が自分の足で動くことができるのなら、街頭にでて反対の声をあげたい」と言っ



た。 

 アムネスティ・インターナショナルの山口かおる氏は、「もしこの法案が成立

してしまったら、私たちの団体とその支援者たちは、「組織的犯罪集団」として

たちまち弾圧される危険にさらされることになるだろう」と述べた。 

          (戒能通厚) 


